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“溶接の研究”嵐35発行にあたって

社団法人　日本溶接協会　溶接棒部会

技術委員会委員長桑名武

　平成7年度の溶接棒部会・技術委員会の活動成果をまとめ、　“溶接の研究”Nα35を発刊するこ

ととなりました。

　平成7年度の共同研究活動としましては、前年度に引き続き、IIW案（ISO国際規格素案）と

現行JISとの測定値の差異を把握することを目的とした「鋼溶接部の水素量測定方法の見直し」、

石油精製装置の高温部に発生した損傷例の溶接材料面での原因を明確化することを目的とした

「ステンレス鋼フラックス入りワイヤ溶接金属の高温特性調査」を行っています。

　次に、溶接材料の規格化に関する活動では、IIW　（第XI委員会D分科会）より日本に原案作成

を要請された「ステンレス鋼フラックス入りワイヤのISO国際規格素案作成」を前年度より継続

して実施しています。　JIS関係では、「炭素鋼及び低合金鋼エレクトロスラグ溶接ワイヤ及びフ

ラックスのJIS原案作成」と「JIS　Z3930（被覆アーク溶接棒の全ヒューム量の測定方法）の改

正」に本年度より着手し、規格素案を完成させています。更に、平成7年7月1日より施工され

た「製造物責任法（PL法）」に関連して、　「溶接の安全・衛生管理に関するガイドラインの作成」

の調査研究を開始しています。

　また、規制緩和推進計画の一環として設置された“JIS国際整合化推進特別委員会”の方針に

基づきながら、　「溶接材料のJISとISO規格の整合化」の検討にも精力的に取り組んでいます。

なお、　IIWにおける国際規格原案の作成への対応に関する活動では、JIW第H委員会・第X豆委員

会D分科会及び日本溶接棒工業会・技術調査委員会と連携を取りながら、IIWへの代表者の派遣

を行うなどして、日本のIIWに対する貢献度の高揚にも努めております。

　当委員会の分科会活動で得られた成果が、関係各位に少しでもご活用いただけることを念願い

たします。また、当委員会に対する一層のご指導を頂き、引き続きご協力下さいますようお願い

申し上げます。
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平成7年度　溶接棒部会　技術委員会　活動報告

社団法人　日本溶接協会　溶接棒部会

技術委員会　幹事長　菅　　哲男

1　分科会活動

　　平成7年度は第1分科会から第9分科会（第7，8分科会は欠番）において、次の調査、

　共同研究及びJIS素案作成などの活動を行った。

1．調査第1分科会　　　　（主査：　長友　和男：　日鐵溶接工業㈱）

　　炭素鋼及び低合金鋼エレクトロスラグ溶接ワイヤ及びフラックスのJIS原案作成

　エレクトロスラグ溶接用ワイヤ及びフラックスの規格案作成の基礎資料調査とし

て、国内で販売されている溶接用ワイヤ及び溶接方法、溶接機器の実態調査、ファ

ブリケーターに対するエレクトロスラグ溶接の現状調査アンケートを実施した。

　このアンケート調査の結果、エレクトロガス溶接用フラックス入りワイヤ（JIS　Z

3319）、船級協会規格の調査結果及びA▼Sのエレクトロスラグ溶接材料規格（A5．25

）を参考に，JIS原案に供することを目的として、日本溶接協会規格（▼ES）　「エレク

トロスラグ溶接ワイヤ及びフラックス」の素案及び解説案を作成した。

2．共研第2分科会　　　　（主査：　元松　隆一：　日鐵溶接工業㈱）

　　鋼溶接部の水素量測定方法の見直し

　　　高温長時間捕集において測定値が増加する現象の原因を解明した。捕集容器の締

　　め付け部の0リングを通過して大気中から酸素が容器中に浸透し、これが水素とし

　　て測定されたと特定できた。しかし、75℃、　100℃及び150℃で48時間以内では測

　　定誤差程度の浸透量であり実質測定には影響がないことがわかった。

　　　さらに、高温での捕集時間としては75℃では24時間以上、　100℃では12時間以上、

　　　150℃では6時間以上（いずれも48時間以内）で測定すれば現行JIS　Z3118の捕集

　　条件（45℃で72時間）の捕集量と一致し、測定方法として採用できることを把握し

　　た。

　　　これらの結果は、II▼第皿委員会A分科会’96春中間会議（ブリュッセル）で報

　　告した。

3．調査第3分科会　　　　　（主査：　長崎　　肇：　日鐵溶接工業㈱）

　　ステンレス鋼7ラックス入りワイヤのl　S　O国際規格素案作成

　平成6年度に引き続き、II▼第X　H委員会D分科会より要請されたステンレス鋼

フラックス入りワイヤのISO国際規格素案作成を行った。

　咋年度、IIU第X皿委員会D分科会’95冬中間会議（丁皿／ケンブリッジ）ヘドラ

フトー1として提出した溶着金属の化学成分及び機械的性質の結果を基に検討を加え、
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ドラフトー2として全文を揃えIIW’95年次大会（ストックホルム）へ提出した。

　更に、ドラブト老に対する各国かちのコメントを考慮しでドラフトー3を作成し、

IIW第X皿委員会D分科会’96春中間会議（ブリュッセル）で報告した。

4．調査第4分科会　　　　　（主査：　野口　良明：　住金溶接工業㈱）

　　JIS　Z3930－19了9「被覆アーク溶接棒の全ヒューム量の測定方法」の改正

　1979年に制定された本規格に対して、ガスシールドアーク溶接用ソリッドワイヤ

及びフラックス入りワイヤにも適用できるように、測窺時間、吸引時間などの測定

方法を見直すため、各社でヒューム測定方法に関する共同試験を行ったφ

　共同試験結果に基づき、JIS改正原案として「アーク溶接の全ヒューム量の測定

方法」の素案及び解説案を作成した。

一i た・ヒュ，一ム発生量の測定方法に関するCEN規格案1こ対するコメン「．トをCEN／TC

121／SC9に提出した。

5．共研第5分科会　　　　　（主査：　小川　恒司：　㈱神戸製鋼所）

　　ステンレス鋼フラックス入りワイヤ溶接金属の高温特性調査

　平成6年度に引き続き’、308系フラックス入りワイヤの溶接金属の高温特性調査

を被覆アーク溶接棒及びティグワイヤの溶接金属と比較しながら進め九。本年度は

クリープ試験及び低ひずみ速度引張試験などを中心に実施し、』各特性に及ぼす低融

点酸化物（Bi）量、酸素量及びフェライト量の影響を調査した。

　その結果、フラッ’クス入りワイヤの溶接金属ではBiの有無によって低い温度域

（550～600℃）でもクリープ破断伸びや低ひずみ速度引張試験における．伸びに差異

がある事を確認した。また、被覆アーク溶接棒の溶接金属でも同様な傾向がみられ

た。これら．の結果は～平成6年度分の共同実験デ｝タを合わせてとりまとめ、高温

用途フラックス入りワイヤに要求される性能に関する基礎データとすうb

6．調査第£分科会　　　一（主査：堤　　紳介：　㈱神戸製鋼所）

　　溶接の安全・衛生管理に関するガイドラインの作成

　平成7年7月1日より施行された「製造物責任法（PL法）⊥に関連して、溶接の

安全・衛生管理の指針となるガイドラインの作成を開始した。

　本年度は、まずANSI／ASC　Z49，1－94r溶接、切断汲び関連作業における安全」の

関連分野を翻訳し、これを参考にしてガイドラインの章構成を決定したD続いて、

ヒューム、ガス、アーク光など各種危険因子の防止対策に関して、ガイドラインに

盛り込む項目をリス、トァップした。、　．　　　　　　　　　　，．㌃，．r．』

　ガィドラィンの作成作業に降しては・・ANSVASC　Z49・1r94の仲に・・C＄A『・W117．2

－94　r溶接、切断及び関連作業における安全」、WES－9007－82監r溶接作業環境管理

基準」、　r新版アーク溶接技能者教本」で日本溶接棒工業会ガイ，ドラインrアーク

溶接の安全に関するご注意」などを参考にした。，．

　　　　　　　　〆　』　　　“　　　一‘！　　争　一　一‘㌔二邑、
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　　7．規格化第9分科会　　　　　（主査：　菅谷　裕司：　㈱神戸製鋼所）

　　　　　溶接材料のJISと外国規格との比較

　　　　　　　港湾建設技術サービスセンターからの調査依頼に基づき、溶接材料のJISと

　　　　　AWS及びEN規格との対比表を作成した。本資料は、港湾建設に使用する溶接材料に

　　　　　っいて、外国製品を適用する際における品質証明審査のガイドラインとして使用さ

　　　　　れる予定。

　　　　　　また、規制緩和推進計画の一環として、　日本溶接協会が委託された溶接分野

　　　　　JISの国際整合化推進について、溶接材料に関する対応部門としてJISとISO規格

　　　　　との比較検討を行った。

　　　　　　なお、当分科会はJIW第H委員会及び第X　H委員会D分科会との合同会議体とし

　　　　　ても運営し、IIWにおける国際標準化活動に対応するための諸活動も行った。

”　「溶接の研究」の発刊

　　平成6年度の技術委員会各分科会の成果報告書をまとめ、　「溶接の研究」Nα34として発刊

　した。
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